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1.18年 2月中間期の連結業績 (   ～   )平 成17年 9月 1日 平 成18年 2月28日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 2月中間期       63,011     5.1       4,723    △8.8       5,557     4.2
17年 2月中間期       59,956     1.1       5,181    10.6       5,331    10.9

17年 8月期      125,417－       10,981－       12,671－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年 2月中間期        4,857    60.9          94.58－
17年 2月中間期        3,019    17.1          58.78－

17年 8月期        7,083－         137.91－

(注 )1.持分法投資損益 18年 2月中間期 百万円 17年 2月中間期 百万円－ －
17年 8月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結)18年 2月中間期     51,358,016株 17年 2月中間期     51,363,653株
17年 8月期     51,362,193株

3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 2月中間期      176,466     146,916     83.3       2,860.70
17年 2月中間期      168,303     138,703     82.4       2,700.51

17年 8月期      172,121     142,296     82.7       2,770.60
(注 )期末発行済株式数(連結)18年 2月中間期     51,356,625株 17年 2月中間期     51,361,701株

17年 8月期     51,359,517株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 2月中間期        4,529       5,753        △465       53,689
17年 2月中間期        7,573     △10,957         △376       44,516

17年 8月期       10,834     △14,843         △750       43,627

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.18年 8月期の連結業績予想 (   ～   )平 成17年 9月 1日 平 成18年 8月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期      133,015      13,164       9,447

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         183円94銭

※ 　 上 記 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お け る 将 来 の 見 通 し 、 計 画 の も と と な る 前 提 、 予 測 を 含 ん で
記 載 し て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 上 記 予 想 と は 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ
り ま す 。 な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 添 付 資 料 の7ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。



1. 企業集団の状況

(１)企業集団の概況

　　　当企業集団は、当社と子会社３社で構成され、家具・ホームセンターの小売の事業を営んでおります。

株式会社　島忠　　　　　関東地方を主とする家具・ホームセンターの小売業

株式会社　関西島忠　　　関西地方を主とする大型店舗による家具・ホームセンターの小売業

株式会社　島忠ホームズ　関東地方を主とする大型店舗による家具・ホームセンターの小売業

株式会社　関東島忠　　　関東地方を主とした中型店舗による家具・ホームセンターの小売業

　　　事業系統図は、以下のとおりであります。
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2. 経営方針

　

(1) 経営の基本方針

当グループは、小売業の原点である「商人の心」をもってお客様に接し奉仕することを基本とし、地域

に密着できる商品の提供と質の高いサービスの提供による住文化の担い手として、豊かな暮らしに貢献し

てゆくことを企業理念としております。

　豊かな住生活空間の創造のために高価値商品の提供と販売後の奉仕を目標として、また、お客様のニー

ズに対応した品揃えと品質を重視した売場づくりを行っております。

　

(2) 利益配分に関する基本方針

当社は、財務体質強化の観点から株主資本の増加・充実を図りつつ、長期にわたり安定した配当の継続

を基本方針としております。

　内部留保については、企業体質強化と今後の事業展開を勘案して、企業価値向上に向けた設備投資等の

資金需要に活用し、業績の一層の向上に努めてまいります。

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

投資単位の引下げにつきましては、平成９年１月６日より株式の流通の活性化を促進し、投資家層の拡

大を図るため、１単元の株式数を１,０００株から１００株に引下げを実施しております。今後の施策に

つきましても業績、市況等勘案し、その費用ならびに効果を慎重に検討したうえで、株主の皆様にとって

適正な投資単位となるよう、引続き検討してゆく所存であります。

　

(4) 目標とする経営指標

当グループといたしましては、投下した資本から生み出される利益の効率を重要と考えております。総

資本経常利益率(ＲＯＩ)１０％を超えられることを当面の目標として、経営効率の向上を目指し、株主利

益の拡大に努めてまいります

　

(5) 中長期的な会社の経営戦略

当グループを取り巻く環境は、同業他社による出店競争や異業態等巻き込んだ価格競争がさらに熾烈に

なり、本格的な競争時代に入ってきております。上記の経営の基本方針に基づき、「基本の徹底」・「変

化への対応」・「人材育成」等、を重視し、お客様の視点に立ち、お客様のニーズに的確に応じられ、支

持される店舗作りをはじめ、お客様に信頼される人材育成に注力しつつ、さらなる収益性の改善に努力

し、新規出店と既存店舗の改装等で活性化を図ってまいります。

　事業展開の基礎となる経営基盤についても改革・強化を引き続き進めてまいります。人事・組織面で

は、成果主義の徹底と公平性を高めるための人事制度と、変化に対応しうる柔軟な組織体制を採ってまい

ります。システム面においても業務効率や精度を向上する仕組みに改善してまいります。

　

(6) 会社の対処すべき課題

年金、税金問題などの国民負担増を要因とする先行き不安から個人消費の冷え込みが続き、企業間、店

舗間の生存競争が激しさを増す中、いかにしてお客様に必要とされるサービスを提供できるかを追及して

おります。お客様を第一に考え、売場を変える・商品を替える等、他店との差別化を進めながら、更なる
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経営の効率を追求するための努力を重ねてまいります。そのためには「お客様の声」を基に取引先と信頼

関係を深め、お客さまのニーズにあった商品企画を強化していく所存であります。

さらに、新規出店に伴う今後の業容拡大にとって不可欠な人材の育成・確保にも当グループ一丸となって

中長期的な視野で取り組んでまいります。

　

(7) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当グループは法令に基づく企業理念を重要視すると共に社会環境・経済環境の変化に的確に対応した迅速

な経営意思の決定と、経営の健全性の向上を図ることが重要と考えております。

　(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

①当社は監査役制度採用会社です。

　社外監査役の選任状況　　　　社外監査役は、２名であります。

②業務執行・監督の仕組み

　定例及び臨時の取締役会の他、経営会議等の組織を設け迅速な業務執行を行っております。

　各取締役において各部門の進捗状況・利益計画進捗状況・月次進捗状況の周知徹底と進捗状況

　の報告を受け、当該業務執行を監督するほか、社外監査役を含む監査役より適宜適切な監督が

　行われております。

③内部統制の仕組み

　監査室を設け、定期的に業務全般を監査し、内部牽制の状況をチェックしております。

　監査報告及び指摘事項は各部署へ連絡し、改善を行うように指導を行っております。

④リスク管理体制

　リスク管理については、リスクの内容により個別の組織で対応し、迅速かつ適切な対処を

　総務部を主管部署として、法令遵守は勿論、社内でのコンプライアンス意識の向上のため

　今後も、積極的に活動を行って行きます。

⑤弁護士・会計監査人等その他の第三者の状況

　複数の弁護士事務所と顧問契約を締結し、法律上の判断が必要な時、適宜、適切なアドバイス

　を受けております。

　また、会計監査人であるあずさ監査法人とは商法監査と証券取引法監査について、監査契約を

　締結し、会計情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。

　それにもとづき報酬を支払っております。

　なお、当期において業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。

　　・業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　　　指定社員　　業務執行社員　　佐渡　一雄　　

　　　　　　指定社員　　業務執行社員　　福田　　厚　

　　　　　　指定社員　　業務執行社員　　森田　　亨

　　・会計監査業務に係わる補助者の構成

　　　　　　公認会計士　　４名　　　会計士補　　３名

⑥会社とコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　平成１８年８月期中間までに取締役会を１０回、経営会議は毎週１回開催し、法令で定めら

れた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しております。
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　ＩＲの一環として直近では平成１７年８月期決算及び決算説明会を開催いたしました。

今後も引続き、企業経営の適法性、効率化、リスク回避を実現できるコーポレート・ガバナンス

を確立してまいります。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。
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3. 経営成績及び財政状態

　

(1) 当中間連結会計期間の経営成績

　 平成18年8月期中間 平成17年8月期中間 増減額 増減率(％)

売　上　高 ６３，０１１ ５９，９５６ ３，０５５ ５．１

　　　営業利益 ４，７２３ ５，１８１ △４５７ △８．８

　　　経常利益 ５，５５７ ５，３３１ ２２５ ４．２

　　中間純利益 ４，８５７ ３，０１９ １，８３８ ６０．９

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加するとともに雇用

と所得情勢も改善される等、緩やかな回復基調で推移してまいりました。

　小売業界におきましては、景気回復に伴う所得情勢の改善が見られるものの、個人消費も底堅く推移し

てまいりました。業種・業態を超えた企業間競争や価格競争は一層激化しており、当社を取り巻く環境

は、依然として厳しい状況が継続しております。

このような情勢のもと、当グループは「お客様第一に」考えた品揃え・価格設定などを継続的に行うと同

時に業績向上と競争力の強化を図るため、組織の改善を進めてまいりました。

　当中間連結会計期間の概況につきましては、既存店の営業力を強化するため、個々の店舗環境にあった

品揃えとサービスの提供が迅速にできるよう、役割と責任を明確化するとともに、社員教育の強化と人材

の育成に力を注いで参りました。

　既存店の売上状況は、商品の積極的な改廃をすすめるとともに、企画を重視した販促活動を推し進める

ことにより２％の増収を計画しておりましたが、充分な商品情報をもとにしたタイムリーな商品展開と売

場鮮度アップを実現するに至らず５.３％減という厳しい結果に終わりました。

内訳としては、客単価は、０.８％の減少にとどまりましたが、客数が、４.５％減と大きく割り込み、充

分なお客様の支持が得られなかったものと理解しております。また、新規出店に伴う経費増により、営業

利益は４７億２千３百万円にとどまりました。土地の売却に伴う売却益２８億７千９百万円を特別利益に

計上し、減損会計については減損損失を１億５千６百万円を特別損失に計上いたしました。　

　店舗の状況は当中間連結会計期間中の閉店店舗は島忠におきまして道路拡張に伴い併設店の桶川店(埼

玉県桶川市)を平成１７年１０月３１日に閉店いたしました。

　

(2) 財政状態

当中間連結会計期間における、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　　(営業活動におけるキャッシュ・フロー)

営業活動から得られた資金は４５億２千９百万円(前年同期は、７５億７千３百万円の収入)となり

ました。

　これは主に固定資産売却益２８億７千９百万円、法人税等の支払額２５億３千２百万円となった

ものの、税金等調整前中間純利益８２億７千８百万円、仕入債務の減少１１億４千３百万円、減価

償却費１１億９千１百万円となったことによるものです。

　　(投資活動におけるキャッシュ・フロー)

投資活動から得られた資金は５７億５千３百万円(前年同期は、１０９億５千７百万円の支出)とな

りました。
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　これは主に有形固定資産売却による収入７２億円、有価証券の売却または償還による収入６６億

６千９百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出２９億９千３百万円と有価証券の取

得による支出５３億８千万円があったことによるものです。

　　(財務活動におけるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用した資金は、４億６千５百万円(前年同期は、３億７千６百万円の支出)となりまし

た。これは主に配当金の支払による支出４億５千４百万円によるものです。

その結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は５３６億８千９百万円となりました。

　なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。　　

　 平成１４年８月期 平成１５年８月期 平成１６年８月期 平成１７年８月期
平成１８年８月期

中間

自己資本比率 ７７．７％ ８０．０％ ８４．５％ ８２．７％ ８３．３％

時価ベースの自己
資本比率

６５．５％ ６５．７％ ８４．４％ ８３．５％ ９９．８％

　

各指標は、次の基準で算出しております。

自己資本比率　　　　　　　　　　　自己資本　／　総資産

時価ベースの自己資本比率　　　　　株式時価総額　／　総資産

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。

　

(3)　業績の見通し

　　①通期の見通し

　通期の見通しにつきましては緩やかな回復傾向があるものの、企業収益の伸びが鈍化、定率減税縮

小・廃止などを背景に先行き不透明感が拭えず、消費マインドの低下が依然として続くことが予想さ

れ、企業間競争の激化等当グループのおかれる経営環境も引続き厳しい状況で推移することが予測さ

れます。

　このような情勢のもと上期の反省を充分に踏まえ、商品的な面においては、より適確な情報を早く

お客様に提供できるように、取引先との協力体制の強化も図って参りたいと思います。人員的な面に

おきましても、従業員教育のあり方を再度見直し、お客様が期待されるサービスの提供ができるよう

「お客様の声」をもとにした、変化に対応できる店づくりを進めて参る所存であります。

　通期業績の見込みとして、売上高１，３３０億１千５百万円（前年同期比６．１％増）、営業利益

１１２億２千３百万円(前年同期比２．２％増)、経常利益１３１億６千４百万円(前年同期比３．９％

増)、当期純利益９４億４千７百万円(３３．４％増)を予想しております。

　　　　

　　②重要な設備投資と資金の調達

　当中間連結会計期間以降、子会社関西島忠の出店予定２店舗、店舗建築費と次期以降出店予定の設

備投資金額は３５億円を予定しております。この資金調達につきましては、すべて自己資金でまかな

う予定でおります。

　

　

　(4)　事業のリスク

当グループの経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、主として以下のようなものがあります。
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なお、当グループの事業等においてはこれら以外にも様々なリスクを伴っており、ここに記載されたもの

がリスクのすべてではありません。また、将来について記載した事項は、当中間連結会計年度末現在にお

いて判断したものであります。

(同業他社との競争激化及び消費動向による影響について)

　小売業界では厳しい経営環境が続き、低価格販売による企業間競争が激化しております。当グループで

は大型店舗の出店により店舗網の拡大を図ることに加え、品揃えの充実さや販売力の強化を図っておりま

すが、当グループの経営成績は同業他社との競争激化や消費動向による影響を受ける可能性があります。

(出店政策について)

　当グループは、店舗の土地及び建物を賃借する場合、出店時に土地所有者に対して、敷金・保証金及び

建設協力金として資金の差入れを行っており、建設協力金等一括または当社が支払う賃借料との相殺等に

より回収しております。

新規出店に際しては、対象物件の権利関係等の確認を行い、出店先の財務内容に応じて抵当権の設定する

等、現状のできる限りの保全対策を行っておりますが、土地及び建物所有者である法人・個人が破綻等の

状況に陥り、店舗の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。また、締結している土地及び建物に係わる長期賃貸借契約のうち、当社の事情により中途解

約する場合には、敷金・保証金等の一部または全部を放棄する可能性があります。

(法的規制等について)

　当グループは、家具・ホームセンターの小売業を営んでおります。店舗の出店拡大を図っております

が、出店に際しては、「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」が平成１２年５

月３１日に廃止され、平成１２年６月１日より「大規模小売店舗立地法」(以下、「大店立地法」とい

う。)が施行されました。「大店立地法」では、売場面積１，０００㎡を超える新規出店について、都市

計画、交通、地域環境等の観点から地元自治体による出店規制が行われております。

当グループが今後出店を予定している新規出店につきましては、「大店立地法」や「都市計画法」による

影響を受ける可能性があります。

(個人情報漏洩による影響について)

　平成１７年４月１日より個人情報の保護に関する法律(以下「個人情報保護法」という。）が全面施行

され、個人情報を取扱う企業等は、一定の義務を負うことになります。

当グループは売上伝票での顧客に関する多くの個人情報を保有しております。個人情報の取り扱いにつき

ましては、もとよりその管理を徹底しており、また「個人情報保護法」施行に伴い、さらに社内管理体制

の充実と教育を推進し、万全を期しておりますが、不測の事故または事件によって情報漏洩が発生した場

合は、損害賠償の発生など当グループの業績に影響を与える可能性があります。

(自然災害等による影響について)

　当グループは主として店舗による事業展開を行っているため、地震・洪水・台風等の不測の災害によっ

て店舗等の事業所が損害を受けた場合や営業継続が困難となった場合は、当グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

(情報セキュリティについて)

　当グループが活用している情報システムについて、何らかの原因もしくは理由により、システムの稼動

停止、顧客情報・個人情報等の流出が万一発生した場合には、当グループの信用低下及び企業イメージの

悪化につながり、当グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(人材の確保について)
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　当グループでは、店舗における小売業と事業を展開して行く上での管理部署において、販売およびさま

ざまな分野においての専門知識とノウハウを保有する創造的な人材を確保することが重要であります。

当グループとしては、これらの必要な人材を十分確保できなかった場合には、当社の業績及び事業展開に

影響を及ぼす可能性があります。
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年２月28日)

当中間連結会計期間末

(平成18年２月28日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 18,827 　 　 16,889 　 　 15,119 　

　２　受取手形及び売掛金 　 　 2,447 　 　 2,465 　 　 2,623 　

　３　金銭の信託 　 　 7,272 　 　 ― 　 　 ― 　

　４　有価証券 　 　 30,061 　 　 42,721 　 　 35,623 　

　５　たな卸資産 　 　 12,961 　 　 15,098 　 　 15,176 　

　６　繰延税金資産 　 　 257 　 　 623 　 　 452 　

　７　その他 　 　 2,442 　 　 2,041 　 　 2,649 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1 　 　 △1 　 　 △1 　

　　　流動資産合計 　 　 74,268 44.1 　 79,838 45.2 　 71,651 41.6

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 ※１ 　 19,091 　 　 29,187 　 　 30,241 　

　　(2) 土地 　 　 41,357 　 　 38,740 　 　 43,638 　

　　(3) 建設仮勘定 　 　 6,792 　 　 2,617 　 　 73 　

　　(4) その他 ※１ 　 412 　 　 495 　 　 563 　

　　　有形固定資産合計 　 　 67,654 40.2 　 71,040 40.3 　 74,517 43.3

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 借地権 　 　 1,538 　 　 1,538 　 　 1,538 　

　　(2) その他 　 　 106 　 　 260 　 　 182 　

　　　無形固定資産合計 　 　 1,644 1.0 　 1,798 1.0 　 1,720 1.0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 長期貸付金 　 　 5,010 　 　 4,599 　 　 4,866 　

　　(2) 長期差入保証金 　 　 13,680 　 　 12,800 　 　 13,127 　

　　(3) 繰延税金資産 　 　 339 　 　 2 　 　 216 　

　　(4) その他 　 　 5,914 　 　 6,596 　 　 6,228 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △208 　 　 △208 　 　 △208 　

　　　　投資その他の
　　　　資産合計

　 　 24,735 14.7 　 23,788 13.5 　 24,230 14.1

　　　固定資産合計 　 　 94,035 55.9 　 96,628 54.8 　 100,469 58.4

　　　資産合計 　 　 168,303 100.0 　 176,466 100.0 　 172,121 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年２月28日)

当中間連結会計期間末

(平成18年２月28日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 　 　 22,021 　 　 21,383 　 　 22,649 　

　２　未払金 　 　 665 　 　 1,390 　 　 993 　

　３　未払法人税等 　 　 2,171 　 　 3,601 　 　 2,687 　

　４　前受金 　 　 1,600 　 　 1,614 　 　 1,067 　

　５　賞与引当金 　 　 289 　 　 434 　 　 361 　

　６　その他 　 　 2,423 　 　 765 　 　 1,695 　

　　　流動負債合計 　 　 29,173 17.3 　 29,189 16.5 　 29,453 17.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 257 　 　 142 　 　 181 　

　２　その他 　 　 169 　 　 217 　 　 188 　

　　　固定負債合計 　 　 427 0.3 　 360 0.2 　 370 0.2

　　　負債合計 　 　 29,600 17.6 　 29,550 16.7 　 29,824 17.3

(少数株主持分) 　 　 　 　
　
　

　 　 　 　 　

　　少数株主持分 　 　 ― ― 　 ― ― 　 ― ―

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 16,533 9.8 　 16,533 9.4 　 16,533 9.6

Ⅱ　資本剰余金 　 　 19,344 11.5 　 19,344 10.9 　 19,344 11.2

Ⅲ　利益剰余金 　 　 102,531 60.9 　 110,631 62.7 　 106,228 61.7

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 356 0.2 　 484 0.3 　 258 0.2

Ⅴ　自己株式 　 　 △62 △0.0 　 △77 △0.0 　 △68 △0.0

　　　資本合計 　 　 138,703 82.4 　 146,916 83.3 　 142,296 82.7

　　　負債、少数株主持分
　　　及び資本合計

　 　 168,303 100.0 　 176,466 100.0 　 172,121 100.0
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② 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 59,956 100.0 　 63,011 100.0 　 125,417 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 40,854 68.2 　 42,920 68.1 　 84,911 67.7

　　売上総利益 　 　 19,101 31.8 　 20,091 31.9 　 40,505 32.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 13,920 23.2 　 15,367 24.4 　 29,524 23.5

　　　営業利益 　 　 5,181 8.6 　 4,723 7.5 　 10,981 8.8

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 145 　 　 209 　 　 288 　 　

　２　受取配当金 　 1 　 　 1 　 　 5 　 　

　３　有価証券償還益 　 5 　 　 ― 　 　 338 　 　

　４　為替差益 　 97 　 　 244 　 　 212 　 　

　５　受取賃貸料 　 119 　 　 135 　 　 243 　 　

　６　受取手数料 　 98 　 　 96 　 　 205 　 　

　７　その他 　 230 699 1.2 292 981 1.5 756 2,052 1.6

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　金銭の信託評価損 　 316 　 　 ― 　 　 ― 　 　

　２　支払賃借料 　 197 　 　 98 　 　 265 　 　

　３　その他 　 35 550 0.9 49 147 0.2 97 362 0.3

　　　経常利益 　 　 5,331 8.9 　 5,557 8.8 　 12,671 10.1

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※２ 0 0 0.0 2,879 2,879 4.6 0 0 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※３ 31 　 　 1 　 　 548 　 　

　２　長期貸付金貸倒損失 　 38 　 　 ― 　 　 38 　 　

 ３　減損損失 ※４ ― 70 0.1 156 158 0.3 ― 587 0.5

　　　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益

　 　 5,260 8.8 　 8,278 13.1 　 12,085 9.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,225 　 　 3,526 　 　 4,991 　 　

　　　法人税等調整額 　 16 2,241 3.8 △105 3,420 5.4 9 5,001 4.0

　　　中間(当期)純利益 　 　 3,019 5.0 　 4,857 7.7 　 7,083 5.6
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③ 中間連結剰余金計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
連結剰余金計算書

(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 19,344 　 19,344 　 19,344

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 ― ― ― ― ― ―

Ⅲ　資本剰余金減少高 　 ― ― ― ― ― ―

Ⅳ　資本剰余金中間期末
　　(期末)残高

　

　

19,344

　

19,344

　

19,344

　 　 　 　 　

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 99,879 　 106,228 　 99,879

Ⅱ　利益剰余金増加高
　　中間（当期）純利益

　 3,019 3,019 4,857 4,857 7,083 7,083

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　 　 　

　　　配当金 　 367 367 454 454 734 734

Ⅳ　利益剰余金中間期末
　　(期末)残高

　 　 102,531 　 110,631 　 106,228
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益

　 5,260 8,278 12,085

　２　減価償却費 　 745 1,191 1,940

　３　貸倒引当金の増加額
　　　(△は減少額)

　 0 △0 0

　４　賞与引当金の増加額
　　　(△は減少額)

　 19 72 92

　５　退職給付引当金の増加額
　　　(△は減少額)

　 73 △39 △2

　６　受取利息及び受取配当金 　 △147 △211 △294

　７　金銭の信託償還益 　 ― ― △72

　８　金銭の信託評価損
　　　(△は評価益)

　 316 ― ―

　９　有価証券売却益・償還益 　 △5 ― △348

　10　為替差損（△は差益） 　 △97 △244 △212

　11　固定資産売却益 　 △0 △2,879 △0

　12　固定資産処分損 　 31 1 548

　13　支払利息 　 0 0 0

14　売上債権の減少額
　　　(△は増加額)

　 △128 166 △313

  15　たな卸資産の減少額
　　(△は増加額)

　 △1,410 77 △3,625

　16　仕入債務の増加額
　　　(△は減少額)

　 3,452 △1,143 4,123

　17　未払金の増加額
　　　(△は減少額)

　 △183 398 131

　18　前受金の増加額
　　　(△は減少額)

　 699 547 165

　19　長期貸付金貸倒損失 　 38 ― 38

　20　減損損失 　 ― 156 ―

　21　その他 　 716 485 589

　　　　小計 　 9,382 6,856 14,844

　22　利息及び配当金の受取額 　 159 204 297

　23　利息の支払額 　 △0 △0 △0

　 24　法人税等の支払額 　 △1,968 △2,532 △4,306

　　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 7,573 4,529 10,834
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前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　 １　特定金銭信託の償還による
　　　 収入

　 ― ― 7,661

　２　有価証券の取得による
　　　支出

　 △10,040 △5,380 △15,045

　３　有価証券の売却又は
　　　償還による収入

　 6,028 6,669 8,705

　４　有形固定資産の取得による
　　　支出

　 △7,036 △2,993 △17,904

　５　有形固定資産の売却による
　　　収入

　 50 7,200 1,386

　６　無形固定資産の取得による
　　　支出

　 △13 △102 △107

　７　長期差入保証金の
　　　預入れによる支出

　 △16 △18 △34

　８　長期差入保証金の
　　　返還による収入

　 98 92 417

　９　保険積立基金の
　　　満期償還による収入

　 ― 113 ―

　10　貸付による支出 　 ― ― △23

　11　貸付金の回収による収入 　 114 267 281

　12　その他 　 △143 △94 △180

　　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 △10,957 5,753 △14,843

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　割賦債務の支払額 　 △0 △1 △2

　２　配当金の支払額 　 △366 △454 △732

　３　自己株式の取得による支出 　 △8 △9 △14

　　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 △376 △465 △750

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

　 97 244 206

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
　　(△は減少額)

　 △3,662 10,061 △4,552

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

　 48,179 43,627 48,179

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

　 44,516 53,689 43,627
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数

　　２社

(2) 連結子会社名称

　　株式会社　関西島忠

　　株式会社　島忠ホーム

ズ

　

(3) 非連結子会社の数

　　該当事項はありませ

ん。

(4) 非連結子会社名称

　　該当事項はありませ

ん。

(1) 連結子会社の数

　　３社

(2) 連結子会社名称

　　株式会社　関西島忠

　　株式会社　島忠ホーム

ズ

　　株式会社　関東島忠　

(3) 非連結子会社の数

　　　　同左

　

(4) 非連結子会社名称

　　　　同左

(1) 連結子会社の数

　　　　同左

(2) 連結子会社名称

　株式会社　関西島忠

　株式会社　島忠ホームズ

　株式会社　関東島忠

上記のうち、株式会社関東

島忠については、当連結会

計年度において新たに設立

したため連結の範囲に含め

ております。

(3) 非連結子会社の数

　　　　同左

　

(4) 非連結子会社名称

　　　　同左

２　持分法の適用に関

する事項

該当事項はありません。 同左 同左

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間期の末日

は中間連結決算日と一致し

ております。

　　　　同左 連結子会社の事業年度の末

日は連結決算日と一致して

おります。

４　会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①たな卸資産

　　　売価還元法による原

価法によっておりま

す。

　②有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法

　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

　　　時価のないもの

　　　　主として移動平均

法による原価法

　③運用目的の金銭の信託

　　　時価法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①たな卸資産

　　商品…売価還元法に
　　　　　よる原価法に
　　　　　よっておりま
　　　　　す。

　②有価証券

　　

　

   その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　同左

　

　

　

　

　　

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

―

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①たな卸資産

　　　　同左

　

　

　②有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法

　　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　期末決算日の市場

価格等に基づく時

価 法 ( 評 価 差 額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

　　　時価のないもの

　　　　同左

　

　③運用目的の金銭の信託

　　時価法
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項目
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

　 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　①有形固定資産

　　　定率法(ただし、平成
10年４月１日以降に
取得した建物(建物
附属設備を除く)に
ついては定額法)を
採用しております。

　　　なお、主要な減価償

却資産の耐用年数

は、次のとおりであ

ります。

　　建物及び　３年～50年

　　構築物　　

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　①有形固定資産

同左

　

　

　　　　

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法
　①有形固定資産
　　　　同左

　　

　 　②無形固定資産

　　　定額法を採用してお

ります。なお、自社

利用のソフトウェア

については、社内に

おける利用可能期間

(５年)に基づく定額

法を採用しておりま

す。

　②無形固定資産

　　　　同左

　②無形固定資産

　　　　同左

　 (3) 重要な引当金の計上基

準

　①貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる
損失に備えるため、
一般債権については
貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定
の債権については個
別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込
額を計上しておりま
す。

　②賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に
備えるため将来の支
給見込額のうち当中
間連結会計期間の負
担額を計上しており
ます。

(3) 重要な引当金の計上基

準

　①貸倒引当金

　　　　同左

　

　

　

　

　

　

　

　②賞与引当金

　　　　同左　
(追加情報)
当中間連結会計期間より、
給与規定の改訂により賞与
の支給対象期間及び支給時
期を変更しております。
従来の11月21日から5月20
日までを9月1日から2月28
日までに、5月21日から11
月20日までを3月1日から8
月31日までに、支給時期は
従来の6月と12月を4月と10
月に変更しております。こ
の変更により賞与引当金繰
入額が194百万円増加し、経
常利益及び税金等調整前中
間純利益が194百万円各々減
少しております。

　

(3) 重要な引当金の計上基

準

　①貸倒引当金

　　　　同左

　

　

　

　

　

　

　

　②賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に
備えるため将来の支
給見込額のうち当連
結会計年度の負担額
を計上しておりま
す。

　

　

　

― 17 ―



　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

　 　③退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当中間連結会
計期間末において発
生していると認めら
れる額を計上してお
ります。

　　　なお、数理計算上の

差異は、その発生時

の翌連結会計年度に

おいて、一括処理す

ることとしておりま

す。

　③退職給付引当金

　　　　同左

　③退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に
備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務及び年
金資産の見込額に基
づき、当連結会計年
度末において発生し
ていると認められる
額を計上しておりま
す。

　　　なお、数理計算上の

差異は、その発生時

の翌連結会計年度に

おいて、一括処理す

ることとしておりま

す。

　 (4) 重要なリース取引の処

理方法

　　　リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引について

は、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じ

た会計処理によって

おります。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

　　　　同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

　　　　同左

　 (5) 消費税等の会計処理方

法

　　　税抜方式によってお

ります。

　　　なお、仮払消費税等

及び仮受消費税等は

相殺し、流動負債の

「未払金」に表示し

ております。

(5) 消費税等の会計処理方

法

　　　　　同左　

(5) 消費税等の会計処理方

法

　　　税抜方式によってお

ります。

　　　

５　中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

　　　　　同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなっております。
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会計処理の変更

　　　前中間連結会計期間
　　(自　平成１６年９月　１日
 　　至　平成１７年２月２８日)

　　　　当中間連結会計期間
　　　(自　平成１７年９月　１日
　　　 至　平成１８年２月２８日)

　　　　前連結会計年度
　　(自　平成１６年９月　１日
　　 至　平成１７年８月３１日)

　　　　――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)
当中間連結会計期間から
「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」(企業会計審議
会　平成１４年８月９日))及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針　第６号
　平成１５年１０月３１日)を適用し
ております。
これにより税金等調整前中間純利益は
１５６百万円減少しております。
　なお、減損損失累計額については、
当該各資産の金額から直接控除してお
ります。

　　　　―――――――

表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

　　　　　　―――――――――――― ――――――――――――

追加情報

前中間連結会計期間
(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

（外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表された

ことに伴い、当中間連結会計期間

から同実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割

82百万円を販売費及び一般管理費

として処理しております。

　　　　――――――――

　

（外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表された

ことに伴い、当連結会計年度から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割169百

万円を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。

　

注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成17年２月28日)

当中間連結会計期間末
(平成18年２月28日)

前連結会計年度末
(平成17年８月31日)

※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

11,245百万円

　

※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

13,502百万円

　

※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

12,317百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度末
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

給料手当 4,648百万円

賞与引当金
繰入額

289百万円

退職給付費用 31百万円

法定福利費 554百万円

広告宣伝費 498百万円

水道光熱費 587百万円

賃借料 2,651百万円

減価償却費 743百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

給料手当 4,927百万円

賞与引当金
繰入額

434百万円

退職給付費用 38百万円

法定福利費 598百万円

広告宣伝費 240百万円

水道光熱費 754百万円

賃借料 2,902百万円

減価償却費 1,191百万円

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額

給料手当 9,735百万円

賞与引当金
繰入額

361百万円

退職給付費用 68百万円

法定福利費 1,141百万円

広告宣伝費 897百万円

水道光熱費 1,273百万円

賃借料 5,523百万円

減価償却費 1,938百万円

※２　固定資産売却益の内訳

有形固定資産
「その他」
(車両運搬具)

0百万円

　

※２　固定資産売却益の内訳

土地 2,879百万円

有形固定資産
「その他」

(車両運搬具)
0百万円

　　　　　　計　　　2,879百万円

※２　固定資産売却益の内訳

有形固定資産
「その他」

(車両運搬具)
0百万円

　　　

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び
構築物
(除却損)

28百万円

有形固定資産
「その他」
(器具備品)
(除却損)

3百万円

　　計 31百万円

　

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び
構築物
(除却損)

1百万円

有形固定資産
「その他」
(器具備品)
(除却損)

0百万円

　　計 1百万円

　

※３　固定資産処分損の内訳

土地(売却損) 515百万円

建物及び
構築物
(除却損)

29百万円

有形固定資産
「その他」
(車両運搬具、
器具備品)
(除却損)

3百万円

　　計 548百万円

　※４　　　　　―――― ※４　減損損失
当中間連結会計期間において
　当グループは以下の資産について
減損損失を計上しました。
　　主な用途　　　　　種類　　　
　　
　①遊休資産　　　　建物・土地　
　②賃貸不動産　　　土地
　　場所
　①埼玉県さいたま市他
　②埼玉県久喜市
　当グループは原則として店舗につ
いては店舗を基本単位として、遊休
資産及び賃貸不動産については個々
の資産を基礎としてグルーピングし、
減損損失の検討を行いました。
その結果、近年の継続的な地価の　
下落や賃料水準の低迷等により時価
または将来キャッシュ・フローが下
回ることとなった資産について帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失(156百万円)とし
て特別損失に計上しました。
その内訳は建物4百万円、土地152百
万円であります。なお、当グループ
の回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、正味売却価額は主
として固定資産税評価額を合理的に
調整して算出した額を使用しており
ます。

　※４　　　　――――
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成17年２月28日)

現金及び預金勘定 18,827百万円

マネー・マネジメ
ント・ファンド
（有価証券）

9,811百万円

コマーシャル・ペ
ーパー
（有価証券）

14,198百万円

預け金
（流動資産「その
他」）

1,679百万円

現金及び現金同等
物

44,516百万円

　

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年２月28日)

現金及び預金勘定 16,889百万円

マネー・マネジメ
ント・ファンド
（有価証券）

10,328百万円

コマーシャル・ペ
ーパー
（有価証券）

25,290百万円

預け金
（流動資産「その
他」）

1,181百万円

現金及び現金同等
物

53,689百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成17年８月31日)

現金及び預金勘定 15,119百万円

マネー・マネジメ
ント・ファンド
（有価証券）

9,991百万円

コマーシャル・ペ
ーパー
（有価証券）

17,294百万円

預け金
（流動資産「その
他」）

1,222百万円

現金及び現金同等
物

43,627百万円

　

セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成16年９月１日　至　平成17年２月28日)

当社グループは、家具及びホームセンターの小売業を主たる業務とする単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成17年９月１日　至　平成18年２月28日)

当社グループは、家具及びホームセンターの小売業を主たる業務とする単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日)

当社グループは、家具及びホームセンターの小売業を主たる業務とする単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成16年９月１日　至　平成17年２月28日)

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

当中間連結会計期間(自　平成17年９月１日　至　平成18年２月28日)

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

前連結会計年度(自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日)

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。
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３　海外売上高

前中間連結会計期間(自　平成16年９月１日　至　平成17年２月28日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
　

当中間連結会計期間(自　平成17年９月１日　至　平成18年２月28日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
　

前連結会計年度(自　平成16年９月１日　至　平成17年８月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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リース取引関係

　
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

器具備品 1,719 688 1,030

ソフト
ウェア

283 67 216

合計 2,002 755 1,246

(注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

器具備品 2,300 1,019 1,281

ソフト
ウェア

384 136 248

合計 2,684 1,155 1,529

(注) 　　　　 同左

　

　

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 2,036 856 1,180

ソフト
ウェア

391 115 275

合計 2,427 971 1,456

(注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

　

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 383百万円

１年超 863百万円

合計 1,246百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産及び無形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

　

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 475百万円

１年超 1,053百万円

合計 1,529百万円

(注) 　　　　 同左

　

２　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 427百万円

１年超 1,029百万円

合計 1,456百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

　

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 185百万円

減価償却費
相当額

185百万円

　

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 260百万円

減価償却費
相当額

260百万円

　

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 398百万円

減価償却費
相当額

398百万円

　

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ています。
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有価証券関係

前中間連結会計期間(平成17年２月28日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの
　

　　　該当事項はありません。
　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 541 812 270

(2) 債券 　 　 　

　　　社債 206 283 76

(3) その他 3,818 4,068 250

合計 4,566 5,164 597

（注）減損処理にあたっては、当中間連結会計期間における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

なうこととしております。

　

　

３　時価評価されていない主な「有価証券」(上記１を除く)

　

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式(店頭売買株式を除く) 28

　マネー・マネジメント・ファンド 9,811

　コマーシャル・ペーパー 15,897
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当中間連結会計期間(平成18年２月28日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　
　　　該当事項はありません。
　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

 株式 541 1,364 822

 その他 4,113 4,103 △9

合計 4,655 5,468 813

（注）減損処理にあたっては、当中間連結会計期間における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

なうこととしております。

　

　

３　時価評価されていない主な「有価証券」

　

　
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式(店頭売買株式を除く) 28

　マネー・マネジメント・ファンド 10,328

　コマーシャル・ペーパー 28,289
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前連結会計年度(平成17年８月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　該当事項はありません。
　

２　その他有価証券で時価のあるもの

　

　
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 　 　

 株式 540 970 429

 その他 3,334 3,339 4

小計 3,875 4,309 434

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 　 　

 株式 1 0 △0

小計 1 0 △0

合計 3,876 4,310 434

（注）減損処理にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行なう

こととしております。

　

　

３　時価評価されていない主な「有価証券」

　

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式(店頭売買株式を除く) 28

　マネー・マネジメント・ファンド 9,991

　コマーシャル・ペーパー 22,293

　

デリバティブ取引関係

前中間連結会計期間(自平成16年９月１日　至平成17年２月28日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当中間連結会計期間(自平成17年９月１日　至平成18年２月28日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前連結会計年度(自平成16年９月１日　至平成17年８月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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１株当たり情報

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前連結会計年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

１株当たり純資産額 2,700円51銭 2,860円70銭 2,770円60銭

１株当たり中間(当期)純利益 58円78銭 94円58銭 137円91銭

潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額につきまし

ては、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりませ

ん。

　　　　　同左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額につきまし

ては、潜在株式が存在しな

いため、記載しておりませ

ん。

（注）１株当たりの中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
　 前中間連結会計期間

(自　平成16年９月１日

 至　平成17年２月28日)

当中間連結会計期間

(自　平成17年９月１日

 至　平成18年２月28日)

前連結会計年度

(自　平成16年９月１日

 至　平成17年８月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 3,019　
　

4,857
　

7,083

普通株主に帰属しない金額（百万円） 　― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益　
　　　　　　　　　　　 （百万円） 3,019

4,857 7,083

普通株式の期中平均株式数（千株） 51,363 51,358 51,362

　

重要な後発事象

該当事項はありません。

　

5. 商品別売上の状況

　 　 当連結会計期間 　

　 （自　平成１７年９月１日　至　平成１８年２月２８日）

　 売上高（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

収納家具 3,311 5.3 4.0

リビング家具 3,735 5.9 3.0

ダイニング家具 3,969 6.3 2.2

ベット 3,346 5.3 1.3

その他の家具 2,181 3.4 △6.0

ＤＩＹ用品 13,721 21.8 7.0

家庭用品 14,763 23.4 7.3

インテリア用品 8,731 13.9 2.6

レジャー用品 9,250 14.7 8.3

合計 63,011 100.0 5.1
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平成18年 4月14日平成18年 8月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社  島 忠 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 818 4 本社所在都道府県 埼 玉 県

（ＵＲＬ http://www.shimachu.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 氏 名 小 島 孝 雄
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 総 務 部 長

氏 名 出 村 敏 文 Ｔ Ｅ Ｌ (     )048 623－7711
中間決算取締役会開催日 平 成 18年  4月 14日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
中間配当支払開始予定日 平 成 18年  5月 24日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元    100株）

1. 18年 2月中間期の業績 （平成17年 9月 1日～平成18年 2月28日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 2月中間期       40,468    △7.9       4,690    △6.9       5,494    12.6
17年 2月中間期       43,942    △8.2       5,035     6.1       4,879     1.9

17年 8月期       88,114－       10,922－       12,048－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 2月中間期        4,851    75.6          94.46
17年 2月中間期        2,763     6.6          53.79

17年 8月期        6,736－         131.15

(注 )1.期中平均株式数 18年 2月中間期     51,358,016株 17年 2月中間期     51,363,653株
17年 8月期     51,362,193株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )18年 2月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
18年 2月中間期           8.00－ 特別配当 － 円－銭
17年 2月中間期           7.15－

17年 8月期 －          16.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 2月中間期      167,287      145,305     86.9      2,829.05
17年 2月中間期      160,049      137,189     85.7      2,671.05

17年 8月期      162,718      140,692     86.5      2,739.36

(注 )1.期末発行済株式数 18年 2月中間期     51,356,625株 17年 2月中間期     51,361,701株
17年 8月期     51,359,517株

2.期末自己株式数 18年 2月中間期         32,479株 17年 2月中間期         27,403株
17年 8月期         29,587株

2. 18年 8月期の業績予想 （平成17年 9月 1日～平成18年 8月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       83,495      12,063       8,858          8.00         16.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         172円47銭

※ 　 上 記 予 想 は 、 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お け る 将 来 の 見 通 し 、 計 画 の も と と な る 前 提 、 予 測 を 含 ん で
記 載 し て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 上 記 予 想 と は 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ
り ま す 。



6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年２月28日)

当中間会計期間末

(平成18年２月28日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 14,273 　 　 12,693 　 　 10,972 　

　２　受取手形 　 　 186 　 　 102 　 　 174 　

　３　売掛金 　 　 1,607 　 　 1,443 　 　 1,490 　

　４　金銭の信託 　 　 7,272 　 　 ― 　 　 ― 　

　５　有価証券 　 　 30,061 　 　 42,721 　 　 35,623 　

　６　たな卸資産 　 　 8,844 　 　 8,960 　 　 8,914 　

　７　その他 　 　 4,042 　 　 5,015 　 　 5,403 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1 　 　 △1 　 　 △1 　

　　　流動資産合計 　 　 66,286 41.4 　 70,934 42.4 　 62,580 38.5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　建物 ※１ 　 18,060 　 　 27,797 　 　 28,755 　

　　(2)　土地 　 　 41,357 　 　 38,740 　 　 43,638 　

　　(3)　その他 ※１ 　 7,946 　 　 4,066 　 　 1,658 　

計 　 　 67,365 42.1 　 70,605 42.2 　 74,052 45.5

　２　無形固定資産 　 　 1,627 1.0 　 1,693 1.0 　 1,701 1.0

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)　長期差入保証金 　 　 13,650 　 　 12,773 　 　 13,093 　

　　(2)　その他 　 　 11,328 　 　 11,488 　 　 11,497 　

　　　　 貸倒引当金 　 　 △208 　 　 △208 　 　 △208 　

計 　 　 24,770 15.5 　 24,053 14.4 　 24,384 15.0

　　　固定資産合計 　 　 93,763 58.6 　 96,352 57.6 　 100,138 61.5

　　　資産合計 　 　 160,049 100.0 　 167,287 100.0 　 162,718 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年２月28日)

当中間会計期間末

(平成18年２月28日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 13,022 　 　 12,073 　 　 12,089 　

　２　買掛金 　 　 3,609 　 　 3,324 　 　 4,124 　

　３　未払法人税等 　 　 2,029 　 　 3,461 　 　 2,603 　

　４　賞与引当金 　 　 171 　 　 278 　 　 211 　

　５　その他 　 　 3,648 　 　 2,561 　 　 2,692 　

　　　流動負債合計 　 　 22,480 14.1 　 21,698 13.0 　 21,723 13.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 257 　 　 142 　 　 181 　

　２　その他 　 　 121 　 　 140 　 　 121 　

　　　固定負債合計 　 　 379 0.2 　 282 0.1 　 303 0.2

　　　負債合計 　 　 22,859 14.3 　 21,981 13.1 　 22,026 13.5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 16,533 10.3 　 16,533 9.9 　 16,533 10.1

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 19,344 12.1 　 19,344 11.5 　 19,344 11.9

　　　資本剰余金合計 　 　 19,344 12.1 　 19,344 11.5 　 19,344 11.9

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 1,295 0.8 　 1,295 0.8 　 1,295 0.8

　２　任意積立金 　 　 96,500 60.3 　 102,300 61.2 　 96,500 59.3

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 3,223 2.0 　 5,426 3.2 　 6,829 4.2

　　　利益剰余金合計 　 　 101,018 63.1 　 109,021 65.2 　 104,624 64.3

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 355 0.2 　 484 0.3 　 258 0.2

Ⅴ　自己株式 　 　 △62 △0.0 　 △77 △0.0 　 △68 △0.0

　　　資本合計 　 　 137,189 85.7 　 145,305 86.9 　 140,692 86.5

　　　負債・資本合計 　 　 160,049 100.0 　 167,287 100.0 　 162,718 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間

(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 43,942 100.0 　 40,468 100.0 　 88,114 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 29,818 67.9 　 27,429 67.8 　 59,453 67.5

　　　売上総利益 　 　 14,123 32.1 　 13,038 32.2 　 28,661 32.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 9,087 20.7 　 8,348 20.6 　 17,739 20.1

　　　営業利益 　 　 5,035 11.4 　 4,690 11.6 　 10,922 12.4

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 600 1.4 　 928 2.3 　 1,736 2.0

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 757 1.7 　 124 0.3 　 610 0.7

　　　経常利益 　 　 4,879 11.1 　 5,494 13.6 　 12,048 13.7

Ⅵ　特別利益 ※４ 　 0 0.0 　 2,879 7.1 　 0 0.0

Ⅶ　特別損失 ※５ 　 70 0.2 　 158 0.4 　 586 0.7

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 4,809 10.9 　 8,215 20.3 　 11,462 13.0

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 2,084 　 　 3,390 　 　 4,767 　 　

　　　法人税等調整額 　 △38 2,046 4.6 △26 3,364 8.3 △41 4,725 5.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 2,763 6.3 　 4,851 12.0 　 6,736 7.6

　　　前期繰越利益 　 　 459 　 　 574 　 　 459 　

　　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 367 　

　　　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 3,223 　 　 5,426 　 　 6,829 　
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

　　売価還元原価法によっ

ています。

(1) たな卸資産

商品…売価還元法によって
　　　います。

(1) たな卸資産

　　　　　同左

　 (2) 有価証券

　①　満期保有目的の債券

　　　償却原価法によって

います。

 (2) 有価証券
　　　

(2) 有価証券

　①　満期保有目的の債券

　　　償却原価法によって

います。

　 　②　子会社株式

　　　移動平均法による原

価法によっていま

す。

　①　子会社株式

同左

　②　子会社株式

　　　　　同左

　 　③　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定)によっています。

　　　時価のないもの

　　主として移動平均法に

よる原価法によってい

ます。

　②　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　

　

　

　

　

　時価のないもの

移動平均法による原価法に

よっています。

　③　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　期末決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定)によっています。

　　　時価のないもの

　　　　同左

　 (3) 運用目的の金銭の信託

　　時価法によっていま

す。

　　　　　――

　

(3) 運用目的の金銭の信託

　　時価法によっていま

す。

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法によっていま

す。

　　ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法に

よっています。

　　なお、主要な減価償却

資産の耐用年数は次の

とおりであります。

　　建物　　　３年～50年

　　構築物　　10年～20年

　　器具備品　２年～10年

(1) 有形固定資産

　　同左

　

　

　　

　　

　　

(1) 有形固定資産

　　　　同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっていま
す。

　　ただし、自社利用のソ
フトウェアについて
は、社内における利用
可能期間(５年)に基づ
く定額法によっており
ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

　　　　同左

　 (3) 投資その他の資産(長期

前払費用)

　　定額法によっていま

す。

(3) 投資その他の資産(長期

前払費用)

同左

(3) 投資その他の資産(長期

前払費用)

　　　　同左

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般
債権については、貸倒
実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可
能性を勘案し、回収不
能見込額を計上してい
ます。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

　　　　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備
えるため、将来の支給
見込額のうち当中間会
計期間の負担額を計上
しています。

(2) 賞与引当金
　　　同左
(追加情報)
当中間会計期間より、給与
規定の改訂により賞与の支
給対象期間及び支給時期を
変更しております。
従来の11月21日から5月20日
までを9月1日から2月28日ま
でに、5月21日から11月20日
までを3月1日から8月31日ま
でに、支給時期は従来の6月
と12月を4月と10月に変更し
ております。この変更によ
り賞与引当金繰入額が124百
万円増加し、経常利益及び
税引前中間純利益が各々124
百万円減少しております。

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与支給に備
えるため、将来の支給
見込額のうち当期の負
担額を計上しておりま
す。

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間末において発生
していると認められる
額を計上しておりま
す。なお、数理計算上
の差異は、その発生時
の翌事業年度におい
て、一括処理すること
としております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当事業年
度末において発生して
いると認められる額を
計上しております。ま
た、数理計算上の差異
は、その発生時の翌事
業年度において、一括
処理することとしてお
ります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

４　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

います。

同左 　　　　　同左

５　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっていま

す。なお仮払消費税等

及び仮受消費税等は相

殺し、流動負債の「そ

の他」に含めて表示し

ております。

　消費税等の会計処理

　　　　同左

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっていま

す。
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会計処理の変更

　

前中間会計期間　　　　　　　　　
　(自　平成１６年９月　１日　　
　　　　　　　　　  至　平成１７

年２月２８日)

当中間会計期間　　　　　　　　　　
(自　平成１７年９月　１日　　　　
　　　　　　　  至　平成１８年２月

２８日)

前事業年度　　　　　　　　　　　
　(自　平成１６年９月　１日　　
　　　　　　　　　  至　平成１７

年８月３１日)
　　　　―――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」(企業会計審議会　平成
14年8月9日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企業
会計基準適用指針　第6号　平成15
年10月31日)を適用しております。
　これにより税引前中間純利益は　
156百万円減少しております。
　なお、減損損失累計額について
は、当該各資産の金額から直接控除
しております。

　　　　――――――――

追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

（外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割82百

万円を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。

　　　　　　　―――― （外形標準課税）

　実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会（平

成16年２月13日））が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から

同実務対応報告に基づき、法人事

業税の付加価値割及び資本割169百

万円を販売費及び一般管理費とし

て処理しております。

　
　
　

注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年２月28日)

当中間会計期間末
(平成18年２月28日)

前事業年度末
(平成17年８月31日)

※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

11,008百万円 ※１　有形固定資産
の減価償却累
計額

13,257百万円 ※１　有形固定資産の
減価償却累計
額

12,129百万円
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(中間損益計算書関係)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

※１　営業外収益のうち

　　　主要なもの

　

　

受取利息 79百万円

為替差益 97百万円

受取賃貸料 119百万円

受取利息 90百万円

為替差益 244百万円

受取賃貸料 135百万円

受取利息 142百万円

受取賃貸料 243百万円

　 　

※２　営業外費用のうち

　　　主要なもの

　

金銭の信託
評価損

316百万円

支払賃借料 197百万円

　支払賃借料　　 98百万円

　

支払賃借料 265百万円

※３　減価償却実施額

　　　　有形固定資産

　　　　無形固定資産

　

719百万円

12百万円

　

1,134百万円

15百万円

　

1,854百万円

23百万円

　

※４　特別利益のうち

主要なもの

　

　

　　　　　
　　　　　 ―

                            
固定資産売却益 2,879百万円

　　　　
　　　　　　―

  ※５　減損損失 　　　　　 ―
　　　　　

当中間会計期間において当社
は以下の資産について減損損
失を計上しました。
主な用途　　　　種類
①遊休資産　　　建物・土地
②賃貸不動産　　土地
場所
①埼玉県さいたま市他
②埼玉県久喜市
当社は原則として店舗につい
ては店舗を基本単位として遊
休資産及び賃貸不動産につい
ては個々の資産を基礎として
グルーピングし減損損失の検
討を行いました。
　その結果、近年の継続的な
地価の下落や賃料水準の低迷
等により、時価または将来キ
ャッシュ・フローが帳簿価額
を下回ることとなった資産に
ついて帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を
減損損失(１５６百万円)とし
て特別損失に計上しました。
　その内訳は、建物　４百万
円、土地　１５２百万円であ
ります。なお、当社の回収可
能価額は正味売却価額または
使用価値により測定しており、
正味売却価額は、主として固
定資産税評価額を合理的に調
整して算出した額を使用して
おります。

　　　　　―
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

器具備品 383 128 255

ソフトウ
ェア

43 5 37

合計 427 134 292

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

器具備品 434 165 268

ソフトウ
ェア

51 14 36

合計 485 180 305

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

器具備品 443 167 276

ソフトウ
ェア

43 10 33

合計 487 177 309

(注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

(注) 　　　　 同左

　

(注) 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 82百万円

１年超 210百万円

合計 292百万円

２　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 101百万円

１年超 204百万円

合計 305百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 94百万円

１年超 215百万円

合計 309百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産及び無形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。

(注) 　　　　 同左 (注) 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 47百万円

減価償却費
相当額

47百万円

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 48百万円

減価償却費
相当額

48百万円

３　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 88百万円

減価償却費
相当額

88百万円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

　

有価証券関係

　前中間会計期間、当中間会計期間及び、前事業年度に係る「子会社及び関連会社株式で時価のあるもの」に

ついては、該当事項はありません。
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１株当たり情報

　

項目
前中間会計期間

(自　平成16年９月１日
至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日
至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日
至　平成17年８月31日)

１株当たり純資産額 2,671円05銭 2,829円34銭 2,739円36銭

１株当たり中間(当期)純
利益

53円79銭 94円46銭 131円15銭

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純
利益

なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益額につきまし

ては、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

同左 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益額につきまし

ては、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

　

（注）１株当たりの中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 前中間会計期間
(自　平成16年９月１日

 至　平成17年２月28日)

当中間会計期間
(自　平成17年９月１日

 至　平成18年２月28日)

前事業年度
(自　平成16年９月１日

 至　平成17年８月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 2,763 4,851 6,736

普通株主に帰属しない金額（百万円）
　
―
　

　
―
　

　
―
　

普通株式に係る中間（当期）純利益
　　　　　　　　　　　　（百万円）

2,763 4,851 6,736

普通株式の期中平均株式数（千株） 　51,363 51,358 　51,362

　

　

　

重要な後発事象

該当事項はありません。
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